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研究要旨： 
 人口静態と出生・死亡・移動に関わる人口動態統計は、持続可能な開発目標

（SDGs）の達成と評価を通じて普遍的医療（UHC）を確立するために不可欠な情

報である。東アジアの日本・韓国・台湾では統計制度は十分発達しているが、確立

までの経緯はASEAN諸国に貴重な示唆を与える。たとえば日本や台湾では伝統的

な行政・自治制度が発達していたが、そうした条件を欠いた朝鮮の統計制度の発展

は遅れた。韓国で 1980 年代後半に届出率が向上したのは、地域別経済指標への関

心の高まりが影響したと考えられる。中国に関しては人口統計や経済統計への懐疑

論が提起されており、注意深い検討が必要である。ASEANではシンガポールで統

計制度が最も完備しているが、それ以外の国では現状把握と問題点の抽出が必要で

ある。多くのASEAN諸国で届出率が向上したが、死因統計についてはまだ残され

た課題が多い。マレーシアは統計システムの整備とUHC目標の達成をほぼ完了し

たが、インドネシアは未だに修正・死亡に関する指標を静態統計から間接推計して

いる状況である。国連の将来人口推計は国際比較の資料として非常に便利だが、過

去の人口データに対し不可解な取扱いもみられる。 
 
 
研究分担者： 
林 玲子  （国立社会保障・人口問題研究所） 
小島 克久 （同） 
菅 桂太  （同） 
中川 雅貴 （同） 
千年よしみ （同） 
仙田 幸子 （東北学院大学） 
 
A. 研究目的 
 
 日本・ASEAN 保健相会合（2017 年 7 月）

の共同声明では、各国の住民登録や人口動態を

含む基本的データシステムの構築に関する共同

研究を促進することが宣言された。住民登録（も

しくは civil registration）に基づく動態統計、

つまり出生・死亡・移動に関する登録・集計が

不十分な状況では、十分な分析ができず政策評

価にも支障を生じる。特に人口動態統計がない

か、あっても届出率が低い状況では、妊産婦死

亡率（3.1.1）、幼児死亡率（3.2.1）、新生児死亡

率（3.2.2）、心血管疾患・がん・糖尿病・慢性

呼吸器系疾患による死亡率（3.4.1）、自殺死亡

率（3.4.2）、交通事故死亡率（3.6.1）青少年出

生率（3.7.2）といった、多くのSDGs指標の算

定が不可能もしくは標本調査による不正確な値

となる。本研究では、東アジア・ASEAN諸国

における人口動態統計制度およびその基礎とな

る住民登録制度の問題点と整備・改善の条件に

関する国際比較分析を行う。 
 
B. 研究方法 
 
 東アジアの日本・韓国・台湾では統計制度は

十分発達しているが、確立までの経緯は

ASEAN 諸国に貴重な示唆を与えるだろう。特

に口動態統計が急速に整備された日本・台湾と、

日本統治中はもちろん 1960 年代に至っても不

十分なままだった韓国の比較研究は示唆すると

ころが大きい。中国に関しては経済統計への懐

疑論が提起されているが、人口統計でもたとえ

ばセンサスによる合計出生率が低すぎるといっ

た問題があり、注意深い検討が必要である。

ASEAN ではシンガポールで統計制度が最も完



備しているが、急速に出生・死亡登録を整備し

ている国もあり、各国の人口登録とそれに基づ

いた統計作成に関する現状と動態統計整備に関

わる施策の状況を把握し問題点を抽出し改善策

を示す必要がある。また住民登録システムと人

口動態統計が整備されるまでの間は、センサス

やDHS（Demographic and Health Survey）
のような標本調査から動態率が推計されており、

そうした状況の把握と評価も重要だろう。 
 
C. 研究結果 
 
C-1. 韓国・台湾における人口統計システムの発

展 
 日本統治期から現在に至る韓国・台湾の人口

統計システムの発展過程を比較した。日本統治

下の台湾における人口登録システムの創設と運

営は非常な成功をおさめ、出生数・死亡数の届

出率は完璧に近く、修正の余地がほとんどない。

これは伝統的な保甲制度と警察機構の接合が非

常にうまく行ったためで、戸籍変更事項の届出

に限らず、治安維持、公衆衛生、防災と救恤な

ど多方面で大きな成果を上げた。 
 一方、日本統治下の朝鮮では保甲のような自

治組織がなく、警察も民政に介入するには至ら

なかった。このため出生・死亡の届出率は低か

ったが、それでも 1940 年代前半には出生は

85%程度、死亡は95%程度まで向上したと推定

される。しかし大韓民国として独立後は急落し、

特に朝鮮戦争中（1950～53 年）の届出率は出

生・死亡とも 14%前後だったと推定される。

1960年代半ばになっても届出率は40%未満で、

業を煮やした経済企画院は「人口動態標本調査」

を実施し人口動態率の推計に役立てようとした。

韓国の出生・死亡届出率が 95%を超えたのは

1980年代後半で、地域別経済指標に対する関心

の高まりが自治体の担当者の熱意に火をつけ、

住民の関心と理解を惹起することに成功し、届

出率の向上をもたらしたと考えられる。 
 日本・台湾では明治時代以来の戸籍簿の記録

方式がほぼ維持されているが、韓国では 2008
年に廃止され、個人単位の家族関係登録簿に切

り替えられた。中国では 1950 年代に始まった

農村戸籍・都市戸籍の区分が維持されており、

社会保障の格差問題につながっている。 
 

C-2. 東アジア・ASEAN諸国の死因統計の整備

状況について 
 アジア全体の死因統計の状況を概観した後、

韓国・中国・マレーシア・ベトナムの死因登録

の状況を検討した。WHO の評価によると、韓

国の死因統計は日本と同様に問題がなく、中国

のそれには重大な問題があり、マレーシアとベ

トナムのそれは分析に耐えないとされる。 
 日本統治時代を除き、韓国の死因統計が得ら

れるのは 1982 年以降である。現在は遺族が死

亡診断書を自治体に提出し、そこで入力された

データが統計庁に送られるようになっている。

中国では共通様式による死亡証明書の作成が求

められているが、死因別統計の対象となるのは

605監測地点（総人口の24%）だけである。 
 マレーシアの死亡登録率は高いが、死因統計

の信頼度は低い。WHO が勧告する複数死因を

書くようになっておらず、医学的判断の割合は

51.5%（2014年）にとどまる。マレーシア独自

の簡単分類による 10 大死因は毎年公表されて

いるが、医学的判断か否か、公立病院か否かで

順位が大きく異なる。ベトナムの死因統計もマ

レーシアと同じく信頼度が低い。農村部では埋

葬許可が必要でなく自宅死亡が多いため、死亡

診断書が作成されない場合が多い。 
 
C-3. 台湾におけるUHCと人口統計 
 台湾は 1995 年に医療に関する皆保険を達成

したが、ごく少数とは言え医療保険がカバーで

きない部分は残っている。そこで被保険者数の

把握との関連において、台湾の人口統計を検討

した。 
 「全民健康保険」は、①台湾戸籍を有する者 、
②台湾で雇用されている外国人（中国・香港・

澳門を含む）を対象とする。外国人は被雇用者

以外に、「台湾での在留許可などの書類があり滞

在が6か月になる」等の条件を満たせば加入で

きる。登録人口による2017年の加入率は98.0%
である。センサス人口は登録人口より少なく、

加入率は高めに出る。外籍労工の加入率は高い

が、在台期間が短い外籍配偶の加入率が低く、

加入促進が必要とされる。 
 
C-4. マレーシアにおけるUHC とCRVS の現

状と課題 
 マレーシアにおける出生・死亡登録の創設過



程と現状について検討した。英領マラヤでは

1869年以降出生・死亡登録法が制定され、州ご

とに運用されていた。1953年以来、国家登録局

が出生・死亡・結婚・離婚・養子縁組・国籍変

更を管轄してきた。半島では出生届は 60 日以

内、死亡届は7日以内に行わねばならず、サラ

ワク州では各 1々4 日以内、24 時間以内と定め

られている。 
 2000年代からマレーシアはIT大国を目指し、

個人情報登録に加え様々な機能を持つ Mykad
を導入した。これによって出生・死亡の届出率

は向上したが、遠隔地ではまだ漏洩が多く、国

家登録局はときどきワンストップ・センターを

置いて登録を促している。 
 
C-5. シンガポールにおける現代的統計制度の

成立 
 英領マラヤ連邦では統計局長官が権限を独占

する一極集中型の統計システムが運営されてい

たが、シンガポールとして独立後は統計制度調

査会答申（1969年）をきっかけに分散型のシス

テムに移行した。1980年代には統計局が実施し

ていた統計調査が次々と担当省庁へ移管された

が、この過程で出生・死亡統計は国家登録部へ、

結婚・離婚統計は地方自治開発省へ移された。

1990年代にはITを利用した効率的なデータベ

ースが構築された。こうして確立された高精度

の統計システムを基盤に、2000年センサスから

は登録センサスに移行した。 
 
C-6. インドネシアにおける人口動態統計の現

状と課題 
 インドネシアの住民登録と人口統計の現状に

ついて検討した。住民登録のカバー率はまだ低

く、人口統計のカバー率はまだ低く、未登録児

数は世界で最も多い国の一つとされる。インド

ネシア政府は、18歳未満人口の登録率を、現状

の56%から2019年には85%まで引き上げるこ

とを目標としている。住民登録は内務省人口市

民登録局が管轄しているが、出生登録は保健省

も登録システムを運用しており、内務省のシス

テムと統合されていない。出生登録・死亡登録

とも主に助産師が行うため、中高年男子の死亡

登録率が低い。乳児と妊産婦死亡以外では、統

一された死因登録システムがない。ただし2014
年から128郡区（約800万人）で「標本登録シ

ステム」により55～72%の死亡について死因が

登録されている。このため合計出生率や平均寿

命のような指標は、センサスや標本調査から推

計されている。しかしそうした推計値には、各

種の問題が指摘されている。 
 
C-7. 国際比較研究の資料としての国連人口推

計 
 国連人口部の世界人口推計（World 
Population Prospects; WPP）は世界各国・地

域の直近までの推計値（estimates）と将来推計

値（projections）を掲載しおり、人口に関する

国際比較の最も重要な情報源となっている。そ

れだけに、WPP に含まれる数値の算定方法や

修正の幅、あるいは各国の推計・将来推計と比

較した特徴等について知っておくことは重要で

ある。 
 過去のデータについては不可解な判断ミスも

みられ、日本の2005年国勢調査結果に合わせ

て2000年以前の人口を全て下方修正したり、

シンガポールの2000～05年人口に不必要な平

滑化を行ったのがその例である。したがって途

上国などで公表値と国連推計値が違う場合でも、

国連の方が信頼性が高いとは限らない。またベ

トナムの平均寿命が15年以上修正されたり、

インドネシアの人口が12%以上下方修正され

た例もある。こうしたことは今後も起こり得る

ため、常に最新版の推計値をチェックするか、

あるいは独自の見識による推定を行う必要があ

るだろう。 
 
C-8. 内務省衛生局による死因統計－その成立

過程と特徴 
 日本では1875年以後衛生局により死因別死

亡数統計が公表されており、1899年から統計局

が『人口動態統計』で死因別死亡数を公表する

ようになっても、そちらに統合されることなく

別系統の統計として並立していた。日本がいち

早く死因統計を確立できた理由のひとつに、

1876年時点で既に人口1000人につき1人の医

師がおり、医師が無理なく死亡診断を行える体

制が確立していたことがある。当初は東京・京

都・大阪のみから出発した死因統計は、急速に

全国の医師に周知され、1880年代にはほぼ全て

の死亡をカバーした。衛生局の死因分類（10分

類）は、一部の急性伝染病が「伝染病（流行病）」



にまとめられている他、肺炎・気管支炎・結核

等が「呼吸器病」に含まれるなど臓器別の分類

でもあるため、感染症の総数を特定するのが難

しい。 
 
C-9. 台湾におけるUHC達成のオープンデー

タを用いた検証 
 台湾では全民健康保険(1995)により皆保険が

達成され、実際に医療保険受給者の割合は

100%に近い。一方医療支出の公共部門負担割

合は、1991年の47.5％から2017年には60.4％
まで上昇したが、日本の80%台よりは低い。東

アジアでは医療保険カバー割合と公共部門負担

割合がともに高い日本に対し、ともに低い中国

が対比され、カバー率は高いが負担割合は60%
程度に留まる韓国・台湾がその中間に位置づけ

られる。 
 
C-10. マレーシアにおける死因統計の課題 
 マレーシアは2000年代にUHCを達成し模

範とされたが、死因統計の質に対する評価は低

い。WHOによると、死因の医学的診断が行わ

れた割合は52%（2014年）にとどまり、しか

も「診断名不明確及び原因不明の死亡」が12.5%
にのぼり有用性も低いとされる。それでも最近

になって医学的診断の割合は急増し、2018年に

は68.2%となった。マレーシア政府は2017年

から死因データ検証システムを運用し、2025
年に医学的診断の割合を80%に高めることを

目標にしている。 
 マレーシアでは在宅死亡が多いため、医師が

家族や看護者とインタビューした上で口頭剖検

を行うよう求めている。医学的診断割合の都

市・農村格差は、2018年には消滅している。死

者の男女別では女性で医学的診断割合が低く、

民族別ではインド系で割合が高い。 
 
C-11. シンガポールにおける人口転換と最近の

動向、今後の展望 
 1819年の開港後、シンガポールの人口は労働

移民の流入により急増した。当初は単身男子が

人口の大部分を占めたため、人口増加はもっぱ

ら転入超過によってもたらされた。女子が男子

の半数を超え、自然増加率が正に転じたのは

1920 年代以後である。第 2 次大戦以降は移民

政策によって転入超過率が年 1%前後に抑えら

れる一方、死亡率低下によって自然増加率はピ

ークを迎えた。その後の出生率低下によって自

然増加率は低下を続け、移民制限の緩和により

1990 年代以降は転入超過率が自然増加率を上

回るに至っている。 
 住民の過半を中国系が占める状態は 19 世紀

後半には確立しており、1920年代以降はおおむ

ね4分の3前後のシェアを維持している。マレ

ー系は 12～15%、インド系は 7～9%程度で推

移している。 
 在住人口に占めるシンガポール出身者の割合

は、2000 年前後から減少に転じ、2010 年の

77.2%から 2060 年には 72.1%まで低下すると

考えられる。これは政治・社会・文化的に何ら

かの影響を及ぼし得る。 
 
C-12. インドネシアの人口統計制度をめぐる歴

史的背景と現状―センサスと各種の人口登録シ

ステムについて― 
 インドネシアでは1961年以後10年毎にセン

サスが実施され、1976年からは中間年にセンサ

ス間人口調査（SUPAS）が実施され、出生・死

亡・移動といった動態イベントに関する詳細な

データを収集してきた。一方、住民登録・動態

統計は未整備で、各省庁が独自に登録システム

やデータベースを運営しているが人口動態の分

析に耐えるレベルではない。 
 このため人口動態率の推計は、センサスや標

本調査のような静態統計に依存している。しか

し合計出生率の推計の根拠となっている人口・

保健調査（DHS）未婚女子が過小代表になって

いるため、晩婚化が進むほど合計出生率は過大

評価になるという問題が指摘される。また生命

表はセンサスの乳幼児死亡率に依存しており、

やはり乳幼児死亡率が低下するほど信頼性が低

くなる。 
 こうした状況の中、2014年から一部地域で標

本登録システム（SRS）が発足し、死因を含む

死亡・出生情報を把握している。2020年センサ

スではインターネットによる回答・回収が導入

される。こうした新技術がこれまでの問題点を

緩和し、人口動態データの収集・集積に活かさ

れることが期待される。 
 
C-13. ベトナムの乳児死亡率と5歳未満児死亡

率に関する統計 



 ベトナムの人口動態統計は漏洩が多く、乳幼

児死亡の 60%近くが把握されていないとされ

る。一方、政府は2014年の乳児死亡率14.9‰、

5歳未満死亡率22.4‰で、MDGsを達成したと

主張している。この根拠は統計局（GSO）の公

表値で、これは人口変動・家族計画調査による

ものと思われる。2014～18 年の期間に、乳児

死亡率、5 歳未満死亡率とも短調に低下してい

る。 
 人口・家族計画局（GOPFP）は統計局と別

個に、全数調査による人口・家族計画データベ

ースを構築している。ここから得た乳児死亡

率・5 歳未満死亡率も、順調に低下している。

しかし正式に公表されているわけではないので、

具体的な数値は示せない。省庁間の協調ができ

ていないことが問題であることは、各省庁から

なる合同チームが認めている。 
 
D. 考察 
 
 台湾は 20 世紀初頭に欧米先進国を上回る人

口統計システムを完成させた希有な例であり、

植民地としては例外中の例外と言える。これは

戸口制度と警察組織の接合が非常にうまく行っ

たためで、現地人を含む警察官が住民の日常生

活全般に強力に介入したことにより可能だった。

このような「警察国家」の確立は、強力な独裁

政権下でもかなり難しいと思われる。 
 朝鮮では保甲のような利用できる制度がなく、

警察も住民の日常生活に介入できず、統計制度

の発展は遅れた。韓国で1980年代後半に出生・

死亡の届出率が向上したのは、地域別統計指標

への関心の高まりに動機づけられたものと考え

られる。したがって水増し報告のようなモラル

ハザードを回避しながら、正確な地域別指標の

重要性と有用性を担当者と住民に納得させられ

れば、届出率の向上につながるだろう。 
 ASEAN にはシンガポールやマレーシアのよ

うに届出率が高い国もあるが、ベトナムの死亡

届出率は90%未満と考えられ、インドネシアは

重要な指標の算出を静態統計に頼っている状態

である。またマレーシアは、死因別統計に限っ

ては評価が低い。また全ての死亡について

WHO が推奨する形式で死因が集計されている

国は、アジアでは日本・韓国・ブルネイだけで

ある。中国も正確な死因統計が得られるのは一

部の地域だけで、SDGs 達成の評価時に障害に

なる。 
 国連人口部の世界人口推計は、各国の人口デ

ータを収集するのに非常に便利な資料だが、過

去の人口静態・動態の数値はいつでも大きく変

化し得ることを念頭に置くべきである。また当

該国の公表値と国連の推計値が異なる場合、必

ずしも国連の方が妥当とは言えないことにも注

意する必要がある。 
 マレーシアでは死因の医学的診断割合が低い

ことと、診断結果の有用性が低いことが問題と

されたが、急速に改善されつつある。インドネ

シアは死因統計を含む人口動態統計自体が未整

備で、分析に耐えるレベルではない。日本で死

因別死亡数が集計され始めた 1870 年代には、

十分な数の医師がおり、届出・登録システムも

江戸時代の宗門人別改帳を基礎に急速に確立し

たと思われる。保甲制度と警察機構を結合した

日本統治下の台湾の届出・登録システムが非常

に成功したのに対し、そうした下地がなかった

朝鮮では機能しなかったことを考えれば、近代

的な人口登録制度をゼロから確立することの難

しさがうかがえる。独立後の韓国では、地域別

統計へのニーズが住民と担当者の意識を高めた

と考えられるが、マレーシアでは先進国入りを

めざす政府の熱意がそれと似た役割を果たすこ

とが期待される。 
 
E. 結論 
 
 アジアで人口動態統計に問題がないのは日

本・韓国・台湾・シンガポール程度で、他の国・

地域は何らかの問題を抱えている。中国は2000
年以後センサスの合計出生率が異常に低く、死

因統計も一部地域でしか得られない。人口ウェ

イトが高い中国で、経済発展にもかかわらず統

計の信頼度がなかなか改善されないのは問題で

ある。発展段階が中国に及ばない国・地域も、

統計システムの整備がUHC達成に貢献するこ

とに鑑み、一層の努力が求められる。 
 届出・登録制度の伝統がない社会で近代的統

計制度を確立するには時間がかかる。日本と台

湾は伝統的制度からの移行が成功したケースだ

が、都市国家以外のアジア諸国・地域では近代

的システムの確立に時間がかかっている。肝心

なのは住民の届出意識の普及と担当者の士気高



揚だが、地域統計へのコミットメントや先進国

入りの意欲といった何らかの動機づけがうまく

機能する必要がある。各省庁がバラバラに登録

制度を運用する非効率性を解消するためには、

政府の強力なリーダーシップも重要だろう。 
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